
報告第１号 

専 決 処 分 報 告 

  次の事件は、地方自治法第１７９条第１項の規定により、別紙のように専決処分し

たので、同条第３項の規定により市議会に報告し、その承認を求める。 

令和６年２月１６日提出 

                     芦屋市長 髙 島  崚 輔   

記 

令和５年度芦屋市一般会計補正予算（第９号） 

処分理由 

令和５年１２月２２日に国において令和５年度一般会計原油価格・物価高騰対策

及び賃上げ促進環境整備対応予備費の使用が閣議決定されたことを受け、物価高騰

重点支援給付金を支給するほか、令和６年１月１日に発災した能登半島地震の被災

地支援として、兵庫県の派遣要請を受け、現地に職員を派遣するため、予算を補正

する必要が生じたが、特に緊急を要し、議会を招集する時間的余裕がないことが明

らかであったため。 
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専決第１号 

令和５年度芦屋市一般会計補正予算（第９号） 

 別紙のように、令和５年度芦屋市一般会計予算を補正することについて、地方自治

法第１７９条第１項の規定により、専決処分する。 

   令和６年１月２５日 

                      芦屋市長 髙 島  崚 輔    
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   令和５年度芦屋市一般会計補正予算（第９号） 

  令和５年度芦屋市の一般会計補正予算（第９号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ259,214千円を追加し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ45,920,786千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳

出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の補正）   

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表繰越明許費補正」による。 
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０３　民生費

款

　　　　　合　　　　　　　　　　　計

第 ２ 表 繰

項

０１　社会福祉費
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物価高騰重点支援給付金支給事業

　　　　　合　　　　　　　　　　　計

事　　　　　　　　業　　　　　　　　名

255,528

 越 明 許 費
（単位　千円）

金　　　　　　額

255,528
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現計予算額
(1月補正後)

物価高騰重点支援給付金支給事業 255,528 255,528

合　　　　計 255,528 255,528

令和５年度芦屋市一般会計補正予算（第９号）の繰越明許費の内容

（単位 千円）

事 　 　業 　 　名 繰越明許費 主な内容

需用費・役務費・委託料
・使用料及び賃借料・負
担金、補助及び交付金

報1-14

報告第１号説明資料 



令和５年度一般会計補正予算（第９号）について

歳入歳出予算

当初予算額： 43,741,000千円

現計予算額： 45,661,572千円

補 正 額： ＋ 259,214千円

補正後予算額： 45,920,786千円 （＋2,179,786千円）

※ （ ）内は当初予算額からの増減額

（補正額の内訳）

① 物価高騰重点支援給付金支給事業 ＋ 255,528千円（＋255,528千円）

② 能登半島地震被災地支援のための職員派遣 ＋ 3,686千円（＋ 3,686千円）

補 正 額：＋ 259,214千円（＋259,214千円）

※ （ ）内は市負担額（一般財源及び市債）
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【別紙】…前頁①～②に係る歳出予算の補正内容

（単位：千円）

国・県 その他 一般財源

民生費-社会福祉費-社会福祉総務費

物価高騰重点支援給付金支給事業

消防費-消防費-災害対策費

能登半島地震被災地支援のための職員派遣

合　計 ＋259,214 ＋0 ＋0 ＋259,214

（注） 「財源内訳」欄の「その他」は、国県支出金以外の特定財源（地方債、寄附金及び特定目的基金等）を示すもの。

エネルギー・食料品価格等の物価高騰による負担増を踏まえ、①住民税
均等割のみ課税されている世帯に対して、物価高騰重点支援給付金とし
て、1世帯あたり10万円を給付するとともに、②住民税非課税世帯及び
住民税均等割のみ課税されている世帯への給付の加算として、世帯内で
扶養されている18歳以下の児童1人あたり5万円を給付するもの。
【支給対象】
基準日（令和5年12月1日）時点で住民基本台帳に記録されており、①も
しくは②に該当する世帯
※住民税均等割が課税されている者の扶養親族等のみからなる世帯を除
く。

財源内訳

①

事　業　名 事 業 概 要 補正額

＋255,528 ＋255,528

②
令和6年1月1日に発災した能登半島地震の被災地支援として、兵庫県の
派遣要請を受け、現地に職員を派遣し、被災地での支援活動を実施する
もの。

＋3,686＋3,686
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